
　日常生活で様々な困りごとが起
きた時に総合的、重層的に市民の
相談に乗る窓口が開設される。縦
割りの壁を越え、福祉部門が連携
して相談に乗るが、重要な教育委
員会と地域包括支援センターが
入っていない。連絡員に入れるべ
きだと考えるがいかがか。

　地域包括支援センターに限らず、
制度ごとの相談機関との連携を図
ることは必然的なことと捉えてい
る。庁内の連携体制を構築した後、
福祉事業者や地域との連携・協力
体制を構築し、市内の多様な主体
によるセーフティネットを構築し
ていきたい。

問 福祉の総合相談窓口に
ついて 答 福祉事業者や地域と

連携していきたい

　わが国には、肝炎ウイルス感染
者が350万人いるともいわれるが、
その内６割しか自身の状況を知ら
ないでいる。埼玉県は全国的に受
診率が低く、中でも令和元年、当
市は県内で最低である。市は積極
的に肝炎ウイルス検査を受診する
ように勧奨すべきではないか。

　検診開始当初（平成14年度）
に一定水準以上の受診機会が提供
されているため、近年は、検診希
望者が少ない現状である。検診の
受診率の向上を目指し、必要な人
が受診できるように、市民に伝わ
りやすい検診の周知と正しい知識
の啓発を行っていく。

問 肝炎ウイルス検査の
更なる啓発を 答 検診の周知と正しい

知識の啓発を行う

石原富子 議員
（TSUNAGU）

　感染力が増し、変異型も次々に
発生している新型コロナウイルス
の流行下、①市職員に対して、い
かなる指示を出しているのか。②
市民に対しては、市役所など市内
の公共施設の利用・訪問時におけ
る行動の注意喚起はどうしている
か。

　職員には、体調管理の徹底や分
散勤務体制の構築、応援体制の事
前準備などの対策を実施している。
公共施設の利用に当たっては、マ
スクの着用や出入口での手指消毒、
検温の徹底をお知らせしている。
引き続き、安心して利用できる公
共施設を維持していく。

問 オミクロン株流行下での
市の対応は 答 感染症対策を徹底して

実施していく

　高岩公園をグラウンド・ゴルフ
で利用している市民より、「公園
側に駐輪場を設置してもらえない
か」との要望を伺った。この要望
への市の返答は。

　園内に自転車の乗り入れが増加
すると、利用者同士の事故などが
懸念される。市では公園施設長寿
命化計画に基づき、遊具等の修繕
などを優先し実施する方針である
ことから、現時点で駐輪場を新設
することは難しい。このため既設
の駐輪場の利用をお願いしたい。

問 市内の運動公園の
維持管理の基本方針は 答 既設の駐輪場の利用を

お願いする

加藤一生 議員
（新風の会）

　ジェンダー平等の取組は、世界
的な広がりを持って進められてい
る。市でも様々な取組を行ってき
たが、まだ日本では本格的な進展
が見られないという指摘がある。
その前進を実現させる一つに「パー
トナーシップ制度」の導入がある
が、市でも取り組んだらどうか。

　「パートナーシップ制度」の導
入を始めとした性的少数者へ配慮
した人権施策については、国、県、
他自治体の動向を注視しながら、
調査・研究をしていく。また、制
度の課題解消の一助となるよう、
国、都道府県レベルでの制度導入
について要望を続けていく。

問 自治体における
ジェンダー平等のすすめ 答 動向を注視し、

調査・研究していく

　地下鉄７号線の岩槻・蓮田への
延伸が取り組まれているが、建設
期成同盟会に参加している市はそ
の影響をどのように想定している
のか。また、ＪＲ白岡駅・新白岡
駅での合理化問題にどう対応して
いるのか。さらに、駅及びその周
辺整備への取組は。

　地下鉄７号線の延伸は、東京圏
の鉄道ネットワークの強化や本市
を含めた地域の成長・発展などの
効果が期待できる。また、両駅の
合理化問題は、ＪＲ東日本大宮支
社への要望活動を継続している。
駅及び周辺地域の整備は重要であ
り、鋭意取り組んでいく。

問 鉄道交通への期待と課題 答 駅及び周辺地域の整備に
取り組んでいく

関口昌男 議員
（日本共産党）

放置自転車の保管場所

　障害者が社会参加をしやすいま
ちづくりが大切と考える。そのた
めの一つの手段として、デジタル
障害者手帳がある。すでに、埼玉
県や交通機関など様々な機会に使
用可能となっている。白岡市の各
種公共サービスなどでも、活用し
てはいかがか。

　障がいのあるかたが、スマート
フォンを提示するだけで障害者手
帳の内容が確認でき、利便性の向
上が図られるとともに、障害者手
帳を提示する心理的負担が軽減さ
れることを踏まえると、障害者手
帳アプリの活用を推進する必要が
あると考える。

問 デジタル障害者手帳で
社会参加の促進を 答 早期に導入ができるよう

準備を進める

　放置自転車の台数は、大きく減
少傾向にある。パトロールなどの
作業後のたびに、放置場所や状況
の情報を蓄積して、さらに効果の
ある防止策を講じていくべきであ
る。事業のスリム化を図ることで、
コストの削減も可能となるのでは
ないか。

　市では、委託事業者から自転車
が放置されていた位置の報告を受
けている。この情報を基に、放置
自転車の多かった場所への新たな
啓発看板の設置やパトロールの実
施回数、日時、巡回コースの見直
しなどを検討し、効果的かつ効率
的に事業を推進していく。

問 放置自転車防止事業の
スリム化は 答 効果的かつ効率的に

事業を推進していく

菱沼あゆ美 議員
（公明党）
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